
（地独）大阪府立産業技術総合研究所

○ ○

○

○ ○ 現地相談件数

○

○ ○

実績 509 576 989 952 －

目標 400 470 530 600 500 2,500

2

報告書

P15

職員が企業へ出かける機会を増やす。

3,026

「待ち」から「攻め」への企業支援体制の転換のため、数値目
標を設定し、顧客ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰと各所属が連携して「出かける」
活動に取り組んだ。結果、現地相談952件、講師派遣110事業と
いう実績を達成した。

未利用企業へ積極的に訪問するととも
に、企業が抱える課題を発掘し、支援
策を提案する。

ﾘｴｿﾞﾝｾﾝﾀｰが未利用企業への訪問を行うとともに、特に最近1年
から2年程度の間、利用実績のなかった企業に対しても、重点
的に企業訪問を実施した。結果、合計178件の来所につながっ
た。（参考 平成26年度実績：147件）

平成27事業年度にかかる業務の実績に関する報告書の自己評価判断理由書

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

Ⅳ

現地相談件数について、昨年度に引き続き、900件
を超える実績を維持し、地方独立行政法人化以降、
一貫して取り組んできた「待ち」から「攻め」への
企業支援体制の転換が図られつつある。特に、もの
づくりﾘｴｿﾞﾝｾﾝﾀｰが未利用企業への訪問を行うとと
もに、最近1年から2年程度の間、利用実績のなかっ
た企業に対しても、重点的に企業訪問を実施し、合
計178件の来所につなげた。

現地相談により把握した企業ﾆｰｽﾞは、研究ﾃｰﾏの設
定や機器整備計画に役立てられており、その結果は
共同研究実施件数や設備開放件数等の増加として表
れている。

以上から、年度計画を上回って実施したと判断し、
自己評価は「Ⅳ」とした。

H24 H25 H26 H27 H28

1

報告書

P13

提案型の企業支援に向けてｻｰﾋﾞｽ体制
を強化し、顧客ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰが中心と
なって組織的な企業支援を行う。

平成24年度に強化した体制（顧客ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ設置、顧客ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ
ｽの再構築、支援業務の管理・分析）を基本として、提案型の
企業支援を組織的に実施した。

Ⅲ

平成24年度から強化してきた体制のもとで、企業の
課題を把握し、解決につながる支援（受託研究、依
頼試験、機器開放など）を提案する「提案型企業支
援」を推進した。

また、前年度に立ち上げた「ものづくりﾘｴｿﾞﾝｾﾝ
ﾀｰ」を中心に、課題を抱える企業に対して提案を行
い、利用につなげ、企業の課題を解決する活動に取
り組んだ。

結果、年度計画に掲げる全ての活動・成果目標値を
ｸﾘｱし、事業収入も確保した。また、「ご利用に関
するｱﾝｹｰﾄ」では、産技研の利用に関する満足度を
調査した結果、94％の企業から「満足」もしくは
「やや満足」との回答を得ており、地方独立行政法
人化以降、実施してきた新体制による支援の効果が
十分発揮されたものと考える。

以上から、年度計画を順調に実施したと判断し、自
己評価は「Ⅲ」とした。

前年度立ち上げた「ものづくりﾘｴｿﾞﾝｾﾝﾀｰ」（以下、ﾘｴｿﾞﾝｾﾝ
ﾀｰ）が、戦略的に企業訪問や展示会参加を行い、技術課題を抽
出して、各所属と共同して「提案」と「つなぐ」取組みを行う
ことにより、多くの企業の課題を解決に導いた。

合計
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（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○ ○

○

○

　

○ ○ 業界団体等への情報発信・協力件数

○

○

○

○

4

報告書

P18

各種媒体を活用して情報発信を行う。

産技研の概要、成果事例、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究を紹介するPR動画を作
成し、新たな広報ﾂｰﾙとして活用した。

企業による産技研の利用実績のうち、製品化した事例や技術の
確立にまで至ったものを紹介する成果事例集を作成した。

H24 H25 H26 H27 H28 合計

2,375

実績 550 757 668 874 － 2,849

目標 400 450 500 550 475

「初回登録時ｱﾝｹｰﾄ」、「ご利用に関するｱﾝｹｰﾄ」等
のｱﾝｹｰﾄを実施するとともに、展示会等に積極的に
参加し企業との交流を図る中で、顧客ﾆｰｽﾞの把握に
努めた。その結果は所内で共有し、日々の業務に生
かすとともに今後の事業実施の参考とした。

以上のことから、年度計画を順調に実施したと判断
し、自己評価は「Ⅲ」とした。

全所を挙げて実施したｲﾍﾞﾝﾄでｱﾝｹｰﾄ調査を実施し、今後のｲﾍﾞﾝ
ﾄ企画の参考とした。

外部機関が実施する展示会への出展17件、所内見学75件などを
通じて、研究所が保有する技術を積極的にｱﾋﾟｰﾙし､企業ﾆｰｽﾞの
把握に努めた。

Ⅳ

年度計画の各項目を実施し、積極的に情報発信を
図った。

展示会への出展や見学会の実施に加え、広報ﾁｰﾑを
中心に、「PR動画の作成」、「成果事例集の作
成」、「HPのﾘﾆｭｰｱﾙ」等、様々な活動に取り組ん
だ。

結果、産技研の支援実績の見える化が促進され、利
用者にとって分かりやすいものとなった。

以上のことから、年度計画を上回って実施したと判
断し、自己評価は「Ⅳ」とした。

「業界団体等への情報発信・協力件数」以外の情報発信実績は
以下のとおり。

・外部機関からの依頼に基づく出版物への記事掲載数：23件
・ﾃｸﾆｶﾙｼｰﾄ（産技研の技術紹介ﾊﾟﾝﾌ）発行数：17件
・展示会への出展件数：17件
・所内見学会の実施件数：75件
・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱｸｾｽ数：1,487,141件
・ﾀﾞｲﾚｸﾄﾆｭｰｽ（産技研ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ）登録者数：11,560件

HPのﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞについて、「知りたい情報があるﾍﾟｰｼﾞへ迷わず
ｱｸｾｽできること」、「専門科のｱｲｺﾝ化」、「ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙ
での閲覧」等、利用者目線を強く意識したﾃﾞｻﾞｲﾝ変更を行い、
公開した。

3

報告書

P16

企業ﾆｰｽﾞの把握と顧客満足度の検証を
行い、ｻｰﾋﾞｽの改善と提案型支援に活
かす。

Ⅲ

企業が産技研を利用するに至ったきっかけを把握するための
「初回登録時ｱﾝｹｰﾄ」や利用者の満足度や要望を把握するため
の「ご利用に関するｱﾝｹｰﾄ」を実施し、結果を所内で共有し
た。
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（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○ ○

○

○

○

○ ○

○

○

○

○

MOBIOとは、毎月1回開催する行政連携会議において、意見交換
や企画検討を行ないながら、MOBIO-Caféの開催や大阪ものづく
り優良企業賞における技術評価等、連携した企業支援を実施し
た。

Ⅲ

年度計画の各項目を実施し、各機関と幅広く「つな
ぐ」取組みを推進した。

MOBIOとは、MOBIO-Cafe（産技研技術セミナー）の
共催や、各種表彰事業における技術評価等を実施し
た。

府大や阪大大学院工学研究科とは、連携協定の下、
SIPなどの共同研究等をはじめとした各種事業を実
施した。

自治体とは、交流会や企業訪問等を協力して実施し
た。

以上のことから、年度計画を順調に実施したと判断
し、自己評価は「Ⅲ」とした。

6

報告書

P24

個々の企業活動にきめ細かく応えるｵｰ
ﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ型のｻｰﾋﾞｽなど、企業ﾆｰｽﾞの高
いｻｰﾋﾞｽを新たに実施する。

Ⅲ

地方独立行政法人化以降、創設した各種新ｻｰﾋﾞｽを
引き続き実施した。

「依頼試験」や「技術者育成」については、ｵｰﾀﾞｰﾒ
ｲﾄﾞ依頼試験、ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ講習会、ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ型技術
者研修等、利用者のﾆｰｽﾞに応えるｻｰﾋﾞｽ展開を行
なった。

「設備開放」については、利用時間延長制度の対象
施設を拡大し、さらなるｻｰﾋﾞｽの充実を図った。

「製品開発支援」については、公募型共同開発事業
において、前年度の5件に加え、新たに2ﾃｰﾏを採択
し、企業の製品開発支援に取り組んだ。

以上のことから、年度計画を順調に実施したと判断
し、自己評価は「Ⅲ」とした。

利用実績が特に多く予約がとりづらい施設について、業務時間
を過ぎても利用時間を延長できる制度の対象施設に無響室、振
動試験機器を新たに追加した。

団体や企業の要望に基づき企画する「ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ型講習会」を
前年度に引き続き実施した。（平成27年度実績：11件。参加者
252人）

団体や企業の要望に基づき企画する「ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ型技術者研
修」を前年度に引き続き実施した。（平成27年度実績：1件）

外部機関との連携を強化することで、
互いの強みを活かす支援を実施する。

大阪府立大学とは包括連携協定の下、「技術移転」、「人材育
成」、「情報交流」の３つの分野で、各種事業を実施した。

大阪大学大学院工学研究科とは研究連携協定の下、内閣府主導
のSIP（戦略的ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創造ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄをはじめとした
各種事業を実施した。

依頼者の要望に応じて測定条件等を変更する「ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ依頼
試験」を引き続き実施した。（平成27年度実績：99件）

中小企業等から開発ﾃｰﾏを広く公募し、製品化を目指して共同
開発に取り組む「公募型共同開発事業」について、新たに2ﾃｰﾏ
を採択した。

5

報告書

P20

自治体とは、包括連携協定に基づき、交流会（和泉ﾋﾞｼﾞﾈｽ交流
会等）の共催実施やｾﾐﾅｰ（公益財団法人堺市産業振興センター
産業技術セミナー）での講演等を通じて連携した企業支援を実
施した。
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（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○

○

○

○ ○ 技術相談件数

○

○

○

18 88

実績 84 99 113 129 －

新たなｻｰﾋﾞｽとして、手続きが簡素な
簡易受託研究を実施する。

Ⅳ

実績 72,030 76,553 71,710 72,475

「技術相談」に関する満足度を調査した結果、約95％の企業か
ら「満足」もしくは「やや満足」との回答を得た。（ご利用に
関するｱﾝｹｰﾄ）

－

○簡易受託研究の件数

H28 合計

目標 7 14 21 28

前年度（113件）を上回る129件の利用実績を上げた。（事業収
入：12,056千円）

8

報告書

P28

既存の技術相談を実施し、顧客の満足
を得る。

Ⅲ

年度計画の各項目を着実に実施した。

「技術相談」については、活動量において、7万件
以上を維持するとともに、質においても90%を超え
る満足度を維持した。

以上のことから、年度計画を順調に実施したと判断
し、自己評価は「Ⅲ」とした。

H24 H25 H26 H27 H28 合計

目標 57,000 57,500 58,000 58,500 57,750 288,750

292,768

「顧客ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ」、「顧客ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ」を効果的に運用し、来
所、電話、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ及び電子ﾒｰﾙなどを活用した相談体制を整え
実施した。

技術相談等の中で得た企業の情報を顧客ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに登録すると
ともに、既に顧客ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに登録されている情報から、企業の
ﾆｰｽﾞや課題の把握に努めた。

地方独立行政法人化以降、新たに創設した「簡易受
託研究」の利用実績は、年々増加傾向にあり、産技
研のｻｰﾋﾞｽとして定着した。

法人化以降に実施したｻｰﾋﾞｽの中でも、利用者から
の関心が高いｻｰﾋﾞｽでもあり、引き続き実績の増加
が見込まれる。（「ご利用に関するｱﾝｹｰﾄ」では295
社中、89社が「関心を持っている」と回答）

以上のことから、年度計画を上回って実施したと判
断し、自己評価は「Ⅳ」とした。

425

H24 H25 H26 H27

試料を郵送によって受け付けるｻｰﾋﾞｽを引き続き実施し、顧客
の利便性向上に努めた。

7

報告書

P27
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（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○ ○ 依頼試験及び設備機器開放件数

○

○

○

○ ○ 受託研究件数（簡易受託以外）

○ 受託研究件数（全体）

○

○

10

報告書

P32

既存の受託研究を実施し、顧客の満足
を得る。

年度計画の各項目を着実に実施した。

さらに技術相談等における提案活動に加え、契約事
務においてﾙｰﾙの見直しや効率化を行ない、企業の
要望に柔軟に対応した結果、目標値および昨年度の
実績を大きく上回る67件の実績を挙げた。  また、
「ご利用に関するｱﾝｹｰﾄ」において、受託研究の利
用企業の満足度を調査した結果、約85％の企業が
「満足」、「やや満足」と答えている。

以上のことから、年度計画を上回って実施したと判
断し、自己評価は「Ⅳ」とした。

H24 H25 H26 H27 H28 合計

目標 40

合計

目標 47 54 61 68 58 288

H24 H25 H26 H27 H28

Ⅳ

40 40 40 40

Ⅲ

200

実績 50 53 46 67 － 216

641

契約における特許権等の不実施補償ﾙｰﾙの見直し等を行い、企
業の要望に柔軟に対応した。

「受託研究」に関する満足度を調査した結果、約85％の企業か
ら「満足」もしくは「やや満足」との回答を得た。（ご利用に
関するｱﾝｹｰﾄ）

実績 134 152 159 196 －

年度計画の各項目を着実に実施した。

ﾗﾎﾞﾂｱｰやﾃｰﾏ別機器見学会・実演会をはじめとした
情報発信を積極的に実施したことなどから、依頼試
験件数、機器開放件数ともに目標値および前年度実
績を大きく上回る成果を挙げた。
（機器利用技術講習会実施件数：平成26年度 240
回、平成27年度 286回）

また、機器開放から受託研究につながった事例もあ
り、利用企業との継続的な関係の構築が図られた。

以上のことから、年度計画を順調に実施したと判断
し、自己評価は「Ⅲ」とした。

H24 H25 H26 H27 H28 合計

目標 14,000 70,000

実績 13,769 14,277 14,311 16,534 － 58,891

保有する様々な分析装置や試験機器を一同に紹介し、当該機器
の特徴や実施可能な分析等について理解いただくことを目的
に、専門分野に特化したﾗﾎﾞﾂｱｰを開催した。（平成27年度実
績：13テーマ16回開催、のべ205名受講）

設定したﾃｰﾏに関連する装置群をまとめて見学、実演する「ﾃｰﾏ
別機器見学・実演会」を開催した。（平成27年度実績：5テー
マ5回開催、のべ73名受講）

「依頼試験及び設備機器開放」に関する満足度を調査した結
果、「依頼試験」については約96％、「設備機器開放」につい
ては約98％の企業から「満足」もしくは「やや満足」との回答
を得た。（ご利用に関するｱﾝｹｰﾄ）

9

報告書

P30

既存の依頼試験及び設備機器の開放を
実施し、顧客の満足を得る。

13,700 13,900 14,100 14,300
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（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○ ○

○

○

○ ○ 機器利用技術講習会開催回数

○

○

○

180 900

実績 226 219 240 286 － 971

「ﾏｲｸﾛﾃﾞﾊﾞｲｽ開発支援ｾﾝﾀｰ」、「精密化学分析ｾﾝﾀー」、「電
子・光機器評価支援ｾﾝﾀｰ」、「金属材料評価ｾﾝﾀｰ」において、
特定分野における一連の設備機器の中から、適切な選択や組み
合わせによる使用等を提案した。

受託研究に係る契約について、主担当者が不在時でも、業務に
対応できる複数担当体制を構築し、手続きの迅速化を図った。

Ⅳ

受託研究における手続きの簡素化（簡易受託制度）
や料金の現金払い対応等、継続して実施した。

加えて、設備機器開放における時間延長制度の対象
施設の拡大や受託研究等における契約業務の迅速化
（複数担当化）など、新たな取組みを実施し、さら
なる顧客の利便性向上を図った。

以上のことから、年度計画を上回って実施したと判
断し、自己評価は「Ⅳ」とした。

12

報告書

P34

企業ﾆｰｽﾞを踏まえて設備機器を導入
し、積極的に機器利用技術講習会を開
催して利用促進を図る。

Ⅲ

年度計画の各項目を着実に実施した。

「企業の新技術・製品開発のﾆｰｽﾞに応える設備機器
の整備」を行なうため、「ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｼｰﾄ」を活用
し、企業ﾆｰｽﾞを反映した機器の整備に努めた。ま
た、特定分野の機器の複合的な利用を提案するた
め、4つの機器ｾﾝﾀｰを運用した。

機器利用講習会については、目標値および昨年度実
績を上回る286回開催し、設備機器の利用普及に努
めた。

以上のことから、年度計画を順調に実施したと判断
し、自己評価は「Ⅲ」とした。

H24 H25 H26 H27 H28 合計

目標 180 180 180 180

設備機器の整備にあたっては、企業ﾆｰｽﾞを把握し分析するため
の「ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｼｰﾄ」を作成し、経営会議の下に設置する機器整
備部会において精査の上、導入・更新等を決定した。

結果、設備機器開放件数は前年度から845件増加し、8,973件と
なった。

11

報告書

P33
その他、受託研究における手続きの簡素化（簡易受託制度）や
料金の現金払い対応等、継続して実施した。

設備機器開放の時間延長制度の対象施設に新たに無響室、振動
試験機器を追加した。

顧客目線で利便性向上の具体化を進め
る。

6/15



（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○ 産業人材の育成に努める。 ○

○

○ ○

○

○ ○

○ ○

Ⅳ

「産業人材の育成」については、ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ型の講
習会・技術者研修により、技術者の育成を行なっ
た。特にｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ型講習会については前年度開催
回数を上回る11件を開催し、企業ﾆｰｽﾞに応じた内容
による実施に努めた。

「ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ施設を活用した起業家・中小企業等へ
の成長支援」については、従来の支援の継続に加
え、入居希望者に対する研究員による推薦制度を導
入することにより、伴走支援体制を一層明確化し
た。結果、入居者へのきめ細やかなﾌｫﾛｰが可能と
なった。

「技術支援のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ」については、ﾘｴｿﾞﾝｾﾝﾀｰが
既存顧客の再訪問を積極的に行い、継続支援に努め
た。また、産技研の利用が企業に貢献した成果を
「見える化」するため、新たに成果事例集の作成に
も取り組んだ。

以上のことから、年度計画を上回って実施したと判
断し、自己評価は「Ⅳ」とした

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ施設を活用して企業を支援
する。

ｾﾐﾅｰや展示会等で紹介用ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを配布するなど、ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ
施設への入居を促進した。平成27年3月31日現在の入居率は
83.3％（貸出対象となっている12室のうち10室が入居中）。

新規入居時に研究員による入居者の推薦制度を導入し、伴走支
援体制を一層明確化した。

13

報告書

P36

企業や大学からの求めに応じて研修生を合計53名・月受け入
れ、技術者として育成した。

企業や団体の要望に基づき実施する「ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ講習会」を11
件開催し、ものづくり基盤技術を支える技術者の育成に努め
た。

支援歴のある企業をﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟして新た
な課題を把握し、支援につなげる。

ものづくりﾘｴｿﾞﾝｾﾝﾀｰのｽﾀｯﾌを中心に、既存顧客を再訪問して
課題解決のためのｱﾄﾞﾊﾞｲｽや新たな提案、補助金申請のためのｱ
ﾄﾞﾊﾞｲｽを行うなど、継続的なﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを実行した。

製品化事例集を作成し、広報等に活用
する。

企業による産技研の利用実績のうち、製品化した事例や技術の
確立にまで至ったものを紹介する成果事例集を作成した。
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（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○ ○

○

○

○

○ ○ 競争的研究資金の応募件数（　）内は採択件数

○ 競争的研究資金の実施件数（主担として実施したもの以外も含む）

○ ○

○ ○

○

○ ○

Ⅲ

年度計画の各項目を着実に実施した。

平成24年度に構築した研究ﾃｰﾏの決定・評価ﾌﾟﾛｾｽを
引き続き運用し、基盤研究、発展研究及びﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究それぞれについて、定期的に報告会を実施し、
研究成果の所内共有を行うとともに、企業への技術
移転という出口を見据えて、進捗確認を実施した。

以上より、年度計画を順調に実施したと判断し、自
己評価は「Ⅲ」とした。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究については、毎月所内報告会を実施し、役員や研
究顧問に進捗状況を報告した。

上記、年2回の研究報告会の場で、評価を行い、研究継続の必
要性の検討や研究資源の配分を行った。

企業に対して共同研究等を提案する。 技術相談や現地相談等を通じて、研究成果等をｱﾋﾟｰﾙし、共同
研究等を積極的に提案した結果、企業との共同研究件数が30件
となり、前年度比約2.5倍の実績を上げた。（平成26年度実
績：12件）

Ⅴ

年度計画の各項目を順調に実施した。

特に「企業への共同研究等の提案」については、
「研究に軸足を置いた企業支援」を所の方針として
明確に打ち出し、職員が共有した。また、事務手続
きにおいても特許契約や秘密保持契約へ柔軟に対応
した結果、企業との共同研究件数について、昨年度
実績の約2.5倍となる30件の実績を挙げた。また、
「ご利用に関するｱﾝｹｰﾄ」においても、共同研究実
施企業の満足度が8割を超える結果となった。

さらに、競争的研究資金の獲得についても、実施件
数が増加する中で、過去4年間のうちで最多となる
19件の採択件数を上げた。

これらは、共同研究企業や競争的研究資金の外部審
査において、産技研の技術力が評価されていること
の表れであると考える。

以上のことから、年度計画を大きく上回って実施し
たと判断し、自己評価は｢Ⅴ」 とした。

27 28 28 28

35.8
％

H24 H25 H26 H27 H28

採択率
37.5
％

29.3
％

39.0
％

36.5
％

15

報告書

P42

実施している研究について定期的に報
告会を行い、成果を所内で共有する。

実施
件数 32 35 33 44 ‐

研究の進捗報告について、中間報告会(11月)、終了(継続)報告
会(4月)を所内公開形式で開催し、自由な意見交換と情報共有
を行った。

研究について評価を行い、継続の可否
や研究資源の配分、その後のﾃｰﾏ設定
に反映させる。

14

報告書

P39 52
（19） －

174
（62）

目標 27

合計

産技研の機能強化と職員の能力向上に
つながる「ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究」を、研究科
横断で効果的に進める。

理事長裁量枠予算を活用した取組みとして、「最先端粉体設計
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」、「薄膜・電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」、「革新型電
池開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の3つのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究および「ものづくり設
計試作支援工房」の設置を前年度より継続して実施した。

産技研ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究報告会を開催（3月17日）し､ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究
で得られた成果を報告した。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究の成果をもとに、企業との共同研究を推進し、製
品化・実用化支援を行なった。

新たなﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業として､ものづくり中小企業との医療およ
び福祉分野における「共同開発」および当該分野への「新規参
入支援」を柱とした「ﾗｲﾌ＆ﾒﾃﾞｨｶﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の立ち
上げを検討の上、次年度からの実施を決定した。

研究開発を行うに当たっては、競争的
研究事業に積極的に応募し、外部資金
の獲得を目指す。

138

－

H24 H25 H26 H27 H28

実績
40

(15)
41
(12)

41
(16)
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（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○ ○ 講習会等での情報発信件数

○ 学会等での発表件数

○ 論文掲載等の件数

○ 「成果指標」である受託研究の件数

○ ○

333

H24 H25 H26 H27 H28 合計

実績 76 77 84 96 －

288

実績 134 152 159

年度計画の各項目を着実に実施した。

特に「知的財産権を活かした企業支援」について
は、研究成果を特許取得につなげるため、「特許推
進ﾁｰﾑ」を新たに設置し、研修の充実、不実施補償
等の契約ﾙｰﾙの見直し、所内ﾙｰﾙの見直し等、様々な
取組みを行った。結果、地方独立行政法人化以降、
横ばいで推移していた特許出願件数の増加につな
がった。

その他、「研究成果の技術移転・情報発信の促進」
のため、学会発表、論文投稿、講習会等での情報発
信に積極的に取組み、目標を大きく上回る実績件数
を挙げた。

以上のことから、年度計画を上回って実施したと判
断し、自己評価は「Ⅳ」とした。

合計

目標 49 50 50 51

47 54 61 68 58

30 30 30 30 30 150

50 250

H24 H25

196

84 70 66 －

1,213

実績 322 319

Ⅳ

－ 641

目標

273 294 － 1,208

目標 239

H26
16

報告書

P43

研究開発成果を情報発信し、企業へ技
術移転する。 H24 H25 H26 H27 H28

269

H24 H25 H26 H27 H28 合計

知的財産権の取得を進め、積極的に公
開するとともに、企業に活用の提案を
行う。

新たに「特許推進ﾁｰﾑ」を設置し、より積極的に研究成果を特
許取得につなげていくため、以下のような取組みを実施した。

・研修の立案・実施
・不実施補償ﾙｰﾙの改善
・所内における特許料納付ﾙｰﾙの見直し　等

241 244 246 243

合計

目標

H27 H28

実績 49
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（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○ ○

○ ○

○

○

○ ○

○

17

報告書

P48

ものづくりﾘｴｿﾞﾝｾﾝﾀｰを中心に、関係
機関との連携や顧客拡大につなげる。

前年度に設置した「ものづくりﾘｴｿﾞﾝｾﾝﾀｰ」が、352件の企業訪
問を実施し、178件の来所相談につなげたり、産技研の保有す
る技術ｼｰｽﾞの活用を積極的に企業への提案し、共同研究等につ
なげるなど、ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに向けた取組みを行った。

Ⅳ

行政機関、大学、金融機関等と連携す
ることで、企業の様々な相談に対応す
る。

年度計画の各項目を順調に実施し、行政機関、金融
機関、商工会議所、業界団体、大学など多様な機関
との連携を実施した。

特に、大阪信用金庫とは金融機関と初となる包括連
携協定を締結。大阪信用金庫のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀが週1回、
定期的に産技研の訪問を実施。りそな銀行とはりそ
な銀行の顧客向けに産技研紹介ﾁﾗｼを作成・配布す
る等、金融機関との連携が一層促進され、産技研の
目指す「研究開発から商品化までの一気通貫の企業
支援」体制が強化された。

以上のことから、年度計画を上回って実施したと判
断し、自己評価は「Ⅳ」とした。

大阪府・MOBIO、大阪府立大学、大阪大学大学院工学研究科と
の連携については、上記（評価番号５）のとおり。その他、商
工会議所とはｾﾐﾅｰ、研究発表会の開催、企業訪問等、連携した
企業支援を実施した。

大阪信用金庫と、多岐にわたって連携を強化し密接な関係の下
で大阪における中小企業支援を進めていくことを目的に、包括
連携協定を締結した。（11月18日）

りそな銀行とは、りそな銀行顧客企業向けの産技研紹介ﾁﾗｼの
作成配布等を行なった。

地域との連携による社会貢献を行う。 大阪府内の小中高生やその保護者を対象に体験教室等のものづ
くりに関するｲﾍﾞﾝﾄを開催する「府民開放事業」を開催した（8
月4日）。大阪府商工労働部成長産業支援室新ｴﾈﾙｷﾞｰ産業課、
南大阪高等職業技術専門校、大阪ﾄﾖﾀ自動車株式会社の協力の
もと、33の教室を実施した。

南大阪高等職業技術専門校が主催する「産業人材育成連携会
議」に参加。未就職若年者の「ものづくり」「技術系職種」
「職業訓練」への興味を喚起することを目的に「しごとﾌｫｰﾗﾑ
in 泉州 2015」を共催実施する等連携を深めた。
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（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○ ○

○ ○

○ ○

○

○ ○

○

○ ○積極的な営業展開を実現する組織体制
を構築する。

「広報ﾁｰﾑ」や「特許推進ﾁｰﾑ」等、所内横断的にﾁｰﾑを作り、
広報戦略や知財戦略等、組織的な課題に対応した。

前年度の合同経営戦略会議において取りまとめた
「法人統合に関する計画（案）」の方向性を受け、
経営戦略の一体化に向け、共同研究、合同発表会・
セミナー、機器選定等に取り組んだ。

以上より、年度計画を着実に実施したと判断し、自
己評価は「Ⅲ」とした。

可能なところから業務ﾌﾟﾛｾｽの共通化
を図る。

経営戦略の一体化に向け、共同研究、合同発表会・ｾﾐﾅｰ、合同
機器選定委員会の開催等に取り組んだ。

19

報告書

P57

経営企画室が中心となって理事会、経営会議、四半期報告会な
どの各種会議を運営する中で、重要な方針の決定や業務進捗の
管理を行い、適切に組織をﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄした。

Ⅲ

年度計画の各項目を順調に実施した。

「組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの実行とPDCAｻｲｸﾙの確立」、「予算
執行や人事制度の効果的な運用」については、平成
24年度に整えた各種会議や職員採用選考の仕組み等
のもとで、引き続いて実施した。

「積極的な営業展開等を実現する組織体制」につい
ては、「広報ﾁｰﾑ」や「特許推進ﾁｰﾑ」等、所内横断
的にﾁｰﾑを作り、広報戦略や知財戦略等、組織的な
課題に対応した。

以上から、年度計画を着実に実施したものと判断
し、自己評価は「Ⅲ」とした。

業務運営会議において、顧客ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰが集めた支援情報を、
各所属長が共有した上で、各所属長がその内容を部下に伝達し
た。

予算執行や人事制度を効果的に運用す
る。

18

報告書

P55

合同経営戦略会議を通じて、経営戦略
という大きな方向性を一体的に決定す
る。

前年度の合同経営戦略会議において取りまとめた「法人統合に
関する計画（案）」の方向性を受けて、経営戦略の一体化に向
けた取組を推進した。

Ⅲ

昇降機保守点検や職員用端末機器について経費節減の観点から
複数年にまたがる契約を締結した。

企業ﾆｰｽﾞやﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを踏まえ、必要に応じ、職員採用を弾力的
に行った。また、業務内容によって、非常勤職員等、多様な人
材を確保した。

適切に組織をﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄし、PDCAｻｲｸﾙを
実践する。

11/15



（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○ ○

○

○ ○

○

○ 職員の人材育成に努める。 ○

○ 業務の効率化を図る。 ○

○

○

○

希望する職員を他の大学、企業、研究機関等に派遣するための
「留学制度」を新たに設けた。

企業等へ講師として職員を有料で派遣する事業によって法人が
得た収入の一部を、当該職員に対して奨励金として支払う制度
を運用し、職員が頑張るｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞとした。

従来、科長にあった一定の決裁権限を委譲して手続きを効率
的・効果的に行えるよう、新たに科長補佐を設置した。

個別空調改修工事について、円滑かつ低ｺｽﾄで実施できるよう
CM（ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）方式により業者を選定した。

より的確・適正な人事評価を行うため、主幹研究員制度を創設
し、専門科に科長補佐を設け一次評価者に定めた。

年度計画の各項目を順調に実施した。

平成24年度に導入した産技研総務事務ｼｽﾃﾑを、引き
続き運用し、法改正（年金一元化、ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ制度）
等にも適宜対応した。

「物品購入の負担軽減」については、消耗品等を総
務課で取りまとめて購入手続きを行う「集約発注制
度」を、27年度新たに試行実施し、発注にかかる事
務の効率化を図った。

「施設の大規模改修業務」については、個別空調改
修工事について、円滑かつ低ｺｽﾄで実施できるよう
CM（ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）方式により業者を選定し
た。

加えて、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞについて、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを容易に編集
等を行なえるようにするCMS化を進め、ﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞに
つき、CMS化率84％を達成した。

以上のことから、年度計画を上回って実施したと判
断し、自己評価は「Ⅳ」とした

物品購入について、理化学機器、事務用品、薬品などの消耗品
等を総務課で取りまとめて購入手続きを行う「集約発注制度」
を試行実施し、発注にかかる事務の効率化を図った。

21

報告書

P68

平成24年度に導入した総務事務ｼｽﾃﾑを運用し、個々の職員及び
総務事務担当者が業務を効率的に処理した。年金一元化やﾏｲﾅﾝ
ﾊﾞｰ制度に伴うｼｽﾃﾑ改修についても適切に実施した。

Ⅳ

20

報告書

P63

法人独自の人事評価を実施し、人事・
給与へ反映させる。

前年度より実施した法人独自の新たな人事評価制度に基づき、
評価を行うとともに、制度の検証を行った。

Ⅲ

年度計画の各項目を順調に実施した。

「人事評価の人事・給与への反映」については、平
成26年度より本格実施した法人独自の人事評価制度
を引き続き実施した。

「職員へのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ」ついては、平成24年度に整え
た制度を引き続いて運用した。

「職員の人材育成」については、平成26年度より新
たに「留学制度」を創設し、職員の人材育成の充実
を図った。

以上から、年度計画を着実に実施したと判断し、自
己評価は「Ⅲ」とした。

職員へのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを創設し、士気を高
める。

法人独自の表彰制度（7種の賞）を運用し、5月に表彰した。

12/15



（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○ ○

○

○

○

○

〇 ○

○

Ⅳ

H27 H28

実施
件数 32 35 33 44 ‐

競争的研究資金の実施件数（主担として実施したもの以外も含む）【再掲】

35.6
％

22

報告書

P70

提案型の企業支援を行うとともに、企
業の声に応えるｻｰﾋﾞｽの実現や利便性
の向上、広告宣伝により顧客を拡大
し、収入の増加を図る。

評価番号1〜16に記載しているとおり、企業の課題を把握し、
受託研究、依頼試験、機器開放等による課題解決を提案する提
案型の企業支援、新ｻｰﾋﾞｽの実施、顧客の利便性向上等に取り
組むとともに、情報発信を強化し、顧客を拡大した。

138

174
（62）

目標 27 27 28 28 28

H24 H25

実績
40

(15)
41
(12)

41
(16)

52
（19） －

収入増加に向けた取組が効果を上げ、前年度比で自
己収入が約6,700万円増、事業収入が約1,300万円増
という成果を得た。
その結果、当期未処分利益として、約8,900万円を
計上できたことから、財務内容の改善については、
年度計画を上回って実施したと言える。

また、外部資金の獲得については、競争的資金の応
募につきｻﾎﾟｰﾄ体制が整ってきたこともあり、採択
件数が過去4年間で最多となった。

以上のことから、年度計画を上回って実施したと判
断し、自己評価は「Ⅳ」とした。

自己収入 約5億6,800万円
（平成26年度 約5億0,100万円 平成25年度 約4億8,400万円）

事業収入 約3億2,500万円
（平成26年度 約3億1,200万円 平成25年度 約2億9,000万円）

当期未処分利益 約8,967万円
（平成26年度 約1億9,470万円 平成25年度 約2億7,500万円）

国、財団法人等が実施する提案公募型
研究等について、常に情報収集に努
め、積極的に応募する。応募をｻﾎﾟｰﾄ
する所内の体制を具体化し、採択率の
向上を目指す。

H26 H27 H28

10個の数値目標（添付資料1）については、活動指標、成果指
標ともに目標値を大きく上回って達成した。

H24 H25 H26

採択率
37.5
％

29.3
％

39.0
％

合計

36.5
％ －

競争的研究資金の応募件数（　）内は採択件数【再掲】
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（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○ ○

○

○ ○

○

○ ○

○

○ ○

〇

年度計画の各項目を順調に実施した。

「施設の計画的な整備活用」については、改修計画
に基づく施設整備を進めるとともに、皮革試験所
が、和泉所在の他科との連携や機器の利用によっ
て、より高度かつ多様な技術支援が行えるよう機能
集約に取り組んだ。

「設備機器の整備」については、外部資金等も活用
しつつ、導入・保守点検ともに計画的に実施した。

「安全衛生管理等」については、発生したﾘｽｸ管理
事例につき、原因を分析の上、防止策を講じた。

「環境への配慮」については、節電の取組や紙使用
の節減に努めるとともに、環境報告書を作成してﾎｰ
ﾑﾍﾟｰｼﾞで公表した。
また、全施設の「ｴﾈﾙｷﾞｰの見える化ｼｽﾃﾑ」導入を完
了し、省ｴﾈﾙｷﾞｰに取り組むための体制を整えた。

以上から、年度計画を着実に実施したものと判断
し、自己評価は「Ⅲ」とした。

吹田市にあった皮革試験所について、より高度かつ多様な技術
支援が行えるよう和泉本所に移設し、機能集約を行なった。

安全衛生管理等を徹底する。

個別空調改修工事を、円滑かつ低ｺｽﾄで実施できるようCM（ｺﾝｽ
ﾄﾗｸｼｮﾝ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）方式により業者を選定した。

設備機器を計画的に整備する。 設備機器の整備にあたっては、企業ﾆｰｽﾞを把握し分析するため
の「ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｼｰﾄ」を作成し、経営会議の下に設置する機器整
備部会において精査の上、導入・更新等を決定した。

年度当初に経営企画室が各所属と協議をし、法的根拠の有無な
どにより優先順位をつけた上で、設備機器等の保守・校正点検
を実施した。

ﾘｽｸ管理事例（ぼやの発生）が1件発生したが、所内で報告の
上、再発防止策を講じた。

Ⅲ

23

報告書

P76

土地・建物の計画的な整備・活用を行
う。

安全衛生委員会を毎月開催し、薬品類等の安全点検（8月）や
職場巡視（7月、1月）等を行い、重大な事故が発生しないよう
努めた。

環境に配慮して日々の業務に取り組
む。

節電の取組（照明やｴﾚﾍﾞｰﾀｰ運転の間引き、休憩時間の消灯
等）や紙使用の節減（毎月の使用料を所内周知、裏紙使用の励
行）に努めるとともに、環境報告書を作成して公表した。

第1から第6実験棟及び新技術開発棟内の分電盤に電力量ｾﾝｻｰを
取付け、ﾘｱﾙﾀｲﾑで消費電力量を計測し、確認出来るようにする
「ｴﾈﾙｷﾞｰの見える化」工事を行った。（前年度に行なった本館
の工事と合わせ全施設に導入された。）

14/15



（地独）大阪府立産業技術総合研究所

項目
番号

年度計画の概要 主な業務実績 評価 判断理由

○ ○

〇

○

○ ○

○

○ ○

○

○

○ 〇

○

○

年度計画の各項目を順調に実施し、法令順守と安全
の確保に努めた。

「ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの徹底」については、全職員を対象と
したｾﾙﾌﾁｪｯｸや研修等を実施し、ﾓﾗﾙの向上及び法令
順守の徹底を図った。

「個人情報保護および情報ｾｷｭﾘﾃｨ」については、研
修を実施する中で、職員の意識向上を図った。

「ﾘｽｸ管理」については、会計監査人や大阪府監査
委員事務局等による外部の監査に加え、内部監査等
も適宜行い、規程遵守の徹底を図った。

以上から、年度計画を適切に実施したと判断し、自
己評価は「Ⅲ」とした。

全職員に対するｾﾙﾌｪｯｸ等を実施（5月、12月）し、ﾓﾗﾙの向上及
び法令順守の徹底を図った。

顧問弁護士を講師とし、「産技研におけるｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ」をﾃｰﾏと
した研修を実施した。（11月20日）

情報ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰを徹底するため、職員研修を実施した。（3月
23日）

策定済のﾘｽｸ管理要領に基づき、適切
にﾘｽｸ管理を行う。

会計監査法人によるﾋｱﾘﾝｸﾞ（5月、10月、2月）や、大阪府監査
委員事務局による監査（12月）、法人の内部監査（5月、9月、
1～2月）及び出納責任者（副理事長）による金庫内調査（8
月、2月）等を行うことで、規程遵守の徹底を図った。

Ⅲ

所内ｼｽﾃﾑ掲示板等を活用し、標的型ﾒｰﾙに関する注意喚起など
の情報ｾｷｭﾘﾃｨに関する情報周知を行い、職員の意識向上を図っ
た。

「ﾘｽｸ管理要領」に基づいて、関係法令等を遵守し、薬品、高
圧ｶﾞｽ等の危険物を管理した。また、薬品、高圧ｶﾞｽ、Ｘ線装置
の安全衛生実務研修を実施した（4月、7月）。

ﾘｽｸ管理事例（ぼやの発生）について、ﾘｽｸ管理委員会を開催
し、原因究明と事故防止策の検討・指示を行った。

法人文書公開請求実績なし。

法人文書公開に関する職員研修を実施した（4月）。

大阪府情報公開条例の実施法人とし
て、法人文書を公開するとともに、職
員研修を実施する。

電子媒体等を通じて情報の漏洩がない
よう、情報ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰを策定し、職
員に遵守させる。 情報ｾｷｭﾘﾃｨを強化するため、ＤＤｏｓ監視ｻｰﾋﾞｽを導入した。

24

報告書

P83

職員の法令遵守の意識を高めるため、
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽを周知徹底する取組を行
う。

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進委員会を開催（8月）し、ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに関する情
報共有と所内周知を図るとともに、推進体制について協議を
行った。
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